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(1) 業務の適正を確保するための体制についての決定内容の概要

業務の適正を確保するための体制に関する事項

基本的な考え方

　当社は、「『人』と『絆』を大切に、社会の基盤を革新し、新たな価値を創造します」を企業理念に

掲げると共に、会社法及び会社法施行規則に基づき、当社及び当社の子会社（以下「当社グループ」と

いう）の業務の適正を確保するための体制の整備に関する基本方針を、以下のとおり定めます。

１．内部統制システムの推進体制

　サステナビリティ委員会並びにその下部組織である内部統制部会、リスクマネジメント部会、情報

セキュリティ部会、コンプライアンス部会及び環境部会を設置しております。

２．取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

(1) 当社は、企業理念に謳う当社グループが大切にする価値観「『人』と『絆』を大切に」並びに行

動指針に基づき、役員及び従業員の業務執行が法令及び定款に適合することを確保するために

「企業倫理規程」を制定します。

(2) 「企業倫理規程」の遵守の徹底と実践的運用を行うため、役員及び従業員に対する教育・研修を

実施するとともに、「コウノイケ通報窓口（ヘルプライン）運用基準」を定め、「コウノイケ通

報窓口（ヘルプライン）」（以下「ヘルプライン」という）の窓口を社内・社外に設置するなど

の体制を整備します。

(3) 「コンプライアンス規程」を定め、コンプライアンス部会を設置し、当社グループのコンプライ

アンス体制の構築・推進を図ります。なお、同部会の委員の内１名は社外の有識者とします。

(4) 内部監査室は、「内部監査規程」に基づき、原則として当社の全部門に対し、予め定められた監

査計画に沿って内部監査を実施します。その結果については、社長執行役員及び監査役、必要に

応じて取締役会に報告します。

(5) 社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力との関係断絶及び不当な要求への明確な拒絶のた

めの体制の整備に努めます。

３．取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

(1) 取締役の職務に係る議事録等の文書その他の情報は、「文書管理規程」等の社内規程に従い、各

主管部門において、適切に保存及び管理を行います。
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(2) 取締役及び監査役は、これらの情報を常時閲覧できることとします。

(3) 「情報セキュリティ基本方針」及び「情報セキュリティ管理規程」を整備するとともに、情報管

理の徹底を図るため、情報セキュリティ部会を設置し、情報の取扱い・保管・セキュリティに関

する適切な運用を図ります。

４．損失の危険の管理に関する規程その他の体制

(1) 「リスクマネジメント規程」により、事業上のリスク管理に関する基本方針や体制を定め、リス

クマネジメント部会を設置して、企業価値を毀損させる可能性のあるリスクの発現や、危機の発

生を予防・抑制する活動を継続的に展開し、実効性のあるリスク管理体制の運用を図ります。

(2) リスクマネジメント部会においては、事業上のリスクを①事業継続リスク、②資産保全リスク、

③業務運営リスクの３つのカテゴリーに分類するとともに、２つの管理レベル（全社リスクと部

門リスク）を設け、カテゴリーと管理レベルに応じて適正なリスク管理を実施します。

(3) 「事業継続計画（BCP）」に関して、危機対応マニュアルの整備や「危機管理基準」を制定し、大

災害や大事故、不祥事等の不測の事態が発生した時でも事業の継続や早期の復旧・再開ができる

体制を構築します。

５．取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

(1) 取締役の職務の効率性を確保するため、取締役会において取締役の合理的な職務分掌及び適切な

執行役員の任命を行います。

(2) 取締役会を原則毎月開催し、「取締役会規則」に基づき、経営に関する重要事項について、経営

判断の原則及び善良なる管理者の注意義務等に基づき審議・決定を行うとともに、定期的に職務

の執行状況等について報告します。また、「経営会議規程」を定め、取締役会の下部機関として

経営会議を設置し、定期的に開催します。

(3) 取締役会において策定した中期経営計画及び年度予算について、月次・四半期毎に業績管理を行

い、達成状況の確認、計画及び予算の見直しを行います。

６．当社並びに子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制

(1) 子会社の取締役等の職務の執行に係る事項の当社への報告に関する体制

①「関係会社管理規程」において、当社と子会社の情報共有及び業務上の報告についてルールを

定めるとともに、子会社の営業成績、財務状況その他重要な情報について、当社への定期的な

報告を義務づけます。

②定期的に各事業本部の所管のもと関係会社月次報告会を開催し、経営上の重要情報の共有に努

めるとともに、子会社において重要な事象が発生した場合には、子会社に対して随時当社取締

役会又は当社取締役への報告を義務づけます。
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(2) 子会社の損失の危機の管理に関する規程その他の体制

①当社グループは当社が策定する「リスクマネジメント規程」を共有し、同規程が定めるリスク

マネジメント小部会の運営を通じて当社グループ全体のリスクを網羅的かつ統括的に管理しま

す。

②当社内に設置されるリスクマネジメント部会は当社グループのリスク管理を担当する機関とし

て、グループ全体のリスクマネジメント推進に係る課題及びその対策を審議します。

③当社グループは、不測の事態や危機の発生時に備え、当社グループ全体の「事業継続計画

（BCP）」に関して危機対応マニュアルの整備や「危機管理基準」を策定して、当社グループの

役員及び従業員に周知徹底し、当社グループの事業継続の円滑な実施を図ります。

(3) 子会社の取締役等の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

①当社グループは、各社の社内規程において明確化された職務分掌及び権限に基づいて業務運営

を行い、分業体制による業務の専門化・高度化を図ります。また、かかる体制の中で、重要度

に応じて職務権限を委任できることとし、意思決定手続きの機動性向上を図ります。

②当社グループを網羅する中期経営計画及び年度予算を策定します。かかる策定の作業について

は、経営層からのトップダウンと事業部門からのボトムアップを適切に組み合わせながら行い

ます。

③策定した中期経営計画及び年度予算について、適切な進捗管理等を実施することを通じて職務

執行の効率化を図ります。

(4) 子会社の取締役等及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

①当社は、「企業倫理規程」を制定するとともに「経営品質ハンドブック」を作成し、当社グル

ープの全ての役員及び従業員に周知徹底します。

②当社は、当社グループ各社の規模や業態等に応じて、適正数の監査役やコンプライアンス推進

担当者を配置するように努めます。

③当社は、当社グループの役員及び従業員に対し、定期的に法令遵守等に関する研修を行い、コ

ンプライアンス意識の醸成を図ります。

④当社の内部監査室は、「内部監査規程」及び「関係会社管理規程」に基づき、当社グループ各

社に対する原則として年１回の内部監査を実施します。

⑤当社は、当社グループ各社が利用可能な「ヘルプライン」を設置し運用します。

⑥当社グループの海外拠点については、当該拠点ごとに現地の法律・会計・税務についての随時

の相談、アドバイスを求めることができる提携先を確保し、コンプライアンス体制の整備・運

用に努めます。

⑦当社グループ各社は、反社会的勢力の排除に向けて「反社会的勢力による被害を防止するため

の基本方針」に基づき、体制の整備に努めます。

－ 3 －



７．監査役のその職務を補助すべき使用人の取締役からの独立性及び当該使用人に対する指示の実効性

の確保に関する事項

(1) 監査役会の下に監査役室を置き、監査役室に監査役の職務を補助すべき専任の使用人を常時配置

し、監査役の職務を補助させるものとします。

(2) 監査役補助者に関する人事を決定するにあたっては、監査役の意見を求めることとします。

(3) 当社は、「監査役監査基準」において、監査役の補助使用人に対する指揮命令権を定めます。

８．当社の監査役への報告に関する体制

(1) 当社グループの役員及び従業員は、当社監査役からの業務執行に関する事項について報告を求め

られたときは、速やかに適切な報告を行います。

(2) 当社の役員及び従業員は、法令等の違反行為等や、当社又は当社の子会社に著しい損害を及ぼす

おそれのある事実を発見した場合、直ちに当社の監査役又は監査役会に対して報告を行います。

(3) 当社の内部統制、内部監査、コンプライアンス及びリスク管理を所管する各担当部署は、定期的

又は必要に応じて適宜遅滞なく当社監査役に対し、当社グループにおける内部統制、内部監査、

コンプライアンス、リスク管理等の現状を報告します。

(4) 当社グループのヘルプライン担当部署は、当社グループの役員及び従業員からの内部通報状況に

ついて、定期的に当社監査役に対し報告します。

９．監査役への報告したことを理由として不利益扱いを受けないことを確保するための体制

(1) 当社は、「監査役監査基準」において、当社グループの監査役への報告を行った当社グループの

役員及び従業員に対し、当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを行うことを禁止し、そ

の旨を当社グループの役員及び従業員に周知徹底します。

(2) 「コウノイケ通報窓口（ヘルプライン）運用基準」に基づいて、ヘルプライン担当部署は、当社

グループの役員及び従業員から法令、定款又は社内規程に違反する重大な事実、その他コンプラ

イアンス上の重大な問題にかかわる通報を受けた場合、通報内容について速やかに当社監査役に

報告します。また、当該通報をしたこと自体による解雇その他の不利益取扱いの禁止を明記しま

す。

10．監査役の職務の執行について生じる費用の前払又は償還の手続その他の当該職務の執行について生

じる費用又は債務の処理に係る方針に関する事項、その他監査役の監査が実効的に行われることを

確保するための体制

(1) 当社は、監査役がその職務の執行について、当社に対し、会社法第388条に基づく費用の前払い等

の請求をしたときは、担当部署において審議の上、当該請求に係る費用又は債務が当該監査役の

職務の執行に明らかに必要でないと認められた場合を除き、速やかに当該費用又は債務を処理し

ます。
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(2) 業務の適正を確保するための体制の運用状況

(2) 当社は、監査役会が独自の外部専門家（弁護士、公認会計士等）を監査役のための顧問とするこ

とを求めた場合、当該監査役の職務の執行に明らかに必要でないと認められた場合を除き、その

費用を負担します。

(3) 当社は、監査役の職務の執行について生じる費用等を支弁するため、毎年、一定額の予算を設け

ます。

(4) 監査役は、内部監査室及び会計監査人との連携に努め、定期的な打ち合わせを行うほか、監査結

果についての報告を受け、必要に応じ随時情報交換を行うことで監査の実効性を確保します。

　当社グループの業務の適正を確保するための体制の整備に関する基本方針における当事業年度の運用

状況の概要は、以下のとおりです。

１．内部統制システム全般の運用状況

(1) 当事業年度は、内部統制部会を４回（四半期に１回）開催し、当社グループ内の内部統制に係る

課題と対応策等について、委員（社外委員２名を含む）間で議論を行い、当社グループの内部統

制システムの強化促進を図っております。

(2) 当社グループの内部統制システムを整備・運用し、内部統制の目標を効果的に達成するため、内

部監査室は、「内部監査規程」及び「関係会社管理規程」に基づき年間の内部監査計画を策定

し、業務が適正かつ効率的に行われているか監査及び提言を行っております。なお、内部監査室

は、監査の結果を代表取締役会長兼社長執行役員及び常勤監査役に報告しております。

(3) 財務報告に係る内部統制については、評価を担当する内部監査室が「財務報告に係る内部統制の

基本方針書」に従って、当社グループの内部統制評価を実施しております。

２．業務執行の効率性の向上に関する取組みの運用状況

(1) 取締役会は、社外取締役３名を含む取締役５名で構成され、社外監査役２名を含む監査役４名も

出席しております。

当事業年度は、取締役会は17回開催され、経営に関する重要事項及び業務執行状況について、実

質的かつ活発な議論がなされており、意思決定の効率性及び監督の実効性は確保されておりま

す。

(2) 当社は、経営と業務執行に関する機能と責任を明確にするため、執行役員を選任し、意思決定の

迅速化を図っております。

なお、経営会議を定期開催し、重要課題につき審議したほか、本部長定例会議を開催し、全般的

な業務執行状況の報告を受けております。
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３．情報の管理に関する運用状況

　当社は、社内規程の整備及び社内研修を通じて、情報管理の周知徹底を図っております。

また、行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律（マイナンバー法）

制定に伴い、「特定個人情報保護方針」及び「特定個人情報保護基本規程」（2015年11月１日施行）

を制定し、情報管理を強化しております。

４．コンプライアンス体制に関する運用状況

(1) 当社は、当社グループ共通の企業理念、行動指針を定め、当社グループ各社の役員及び従業員に

周知しております。また、社会から求められる倫理や行動規範等について定めた「経営品質ハン

ドブック」等を配布し、当社グループ内への周知徹底と研修等で浸透を図っているほか、当社グ

ループ各社の役員及び従業員に対し、定期的にコンプライアンス研修会を実施しております。当

事業年度より、10月をコンプライアンス強化月間と定め、前事業年度に発生した重要な不正事案

をふまえ、当社従業員及び協力会社を対象とするアンケート調査を実施した上で、経営層向けコ

ンプライアンス研修や、支店別のコンプライアンス研修などの再発防止策の検討及び実施を行っ

ております。

(2) 当社の「コウノイケ通報窓口（ヘルプライン）」は、当社グループ全体の内部通報制度として整

備・運用しております。通報窓口の周知徹底は、各事業場にポスターを掲示するとともに、社内

イントラネットにおいて内部通報者の不利益取扱いの禁止を含む利用ルールの明示を行い、ま

た、監査役及び社外通報窓口へ直接通報できる体制も整備しております。

(3) 反社会的勢力との関係遮断について、社内周知の徹底と取引契約書への反社会的勢力排除条項の

織り込み等を継続して対応しております。

５．リスクマネジメント体制に関する運用状況

(1) 当事業年度は、リスクマネジメント部会を４回（四半期に１回）開催し、各部門が所管する重大

なリスクについて、PDCAサイクルに基づき、リスク対策の立案、対応状況のモニタリング、及び

リスク対策の評価を実施し、リスク発現の予防と抑制を図っております。リスクマネジメントの

視点でSDGsに伴う社会や環境の変化を適切に捉え、経営戦略に反映させていくことこそが、企業

ひいては社会の持続可能性を高めることに寄与すると考えており、特に当事業年度はリスクアセ

スメントに注力し、重大なリスクの特定及びリスク対策の方向性を明確にするとともに、具体的

な対策の計画・実行・改善を進めております。

(2) 当社グループ全拠点に自衛消防組織を組成し、「事業継続計画（BCP）」を踏まえた災害対策体制

の整備・運用を図っております。安否確認訓練、災害対策訓練、災害対策マニュアルの見直し、

上級救命講習等により、当社グループ全体での危機対応能力の向上を図っており、人命を守り、

社会的責任を果たすべく、事業継続能力の向上のための取り組みを実践しております。

６．グループ会社の経営管理に関する運用状況
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(1) 当社は、子会社が予算及び中期経営計画を策定する際には、各担当本部が子会社より策定案の報

告を受けるとともに本部と本社間で当社グループ全体の観点から必要な指示を行い、子会社の業

務の適正及び職務執行の効率化を図っております。

(2) 当社が定める「関係会社管理規程」に基づき、子会社の経営管理上、重要な事項については、親

会社である当社へ事前に報告を行うことで、子会社の業務の適正の確保に努めております。

また、各事業本部が毎月各子会社取締役から月次業績及び予算計画の進捗状況等についての報告

を受け、その質疑応答を通して情報共有を図り、中期経営計画及び年度予算について進捗管理を

実施し、その状況について各事業本部から四半期ごとに報告を受け、グループ経営としての一体

性を確保しております。

(3) 子会社の損失の危機管理については、当社グループ全社で、「リスクマネジメント規程」に基づ

く活動を実施しており、加えて、「危機管理基準」を策定するとともに災害対策マニュアルを全

社展開する等、不測の事態や危機の発生に備えるべく、取り組みを行っております。

７．監査役の職務執行の運用状況

(1) 当事業年度は、常勤監査役２名、社外監査役２名で構成される監査役会を13回開催しました。な

お、監査役の職務を補助する部門として監査役室を設け、取締役の指揮命令から独立した専任の

スタッフを配置しております。

(2) 監査役は、取締役会のほか経営会議、サステナビリティ委員会等の重要な会議に出席するととも

に必要な意見を述べております。また、内部監査室、内部統制部門と毎月１回定期的な連絡会を

開催し、内部統制システムの整備・運用状況を確認しております。

(3) 監査役は、子会社監査役と定期的に連絡会を開催し、子会社決算に関する情報を交換し、必要に

応じて適宜報告を受け、情報の収集をしております。会計監査人とは、往査の結果報告を受けて

いるほか、定期的な情報交換を行っております。当事業年度は、子会社監査役と４回、会計監査

人とは８回情報・意見交換を行っております。

(4) 当事業年度は、監査役は代表取締役会長兼社長執行役員との定期会合を４回開催し、情報交換と

ともに当社グループの課題について意見交換を行いました。また、監査役は社外取締役と意見交

換会を開催し、連携を図っております。

(5) 監査役が監査方針・計画に従った監査を実施するにあたり、必要とされる費用等については、適

切に処理しております。
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( 2024年４月１日から
2025年３月31日まで )

（単位：百万円）

株　主　資　本

資 本 金 資本剰余金 利益剰余金 自 己 株 式
株 主 資 本
合 　 　 計

2024年４月１日残高 1,723 1,908 130,161 △6,400 127,393

連結会計年度中の変動額
剰 余 金 の 配 当 △4,032 △4,032

親会社株主に帰属
する当期純利益

14,050 14,050

連結子会社増加による
利 益 剰 余 金 増 加 高

284 284

自己株式の取得 △0 △0
自己株式の処分 28 58 87

土地再評価差額金の取崩 △11 △11

株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額(純額)

連結会計年度中の変動額合計 － 28 10,291 58 10,378
2025年３月31日残高 1,723 1,937 140,453 △6,342 137,772

その他の包括利益累計額

非 支 配
株 主 持 分

純 資 産
合 計

そ の 他
有価証券評価
差 額 金

土 地 再
評 価
差 額 金

為替換算
調整勘定

退職給付
に係る調
整累計額

そ の 他
の 包 括
利 益 累 計
額 合 計

2024年４月１日残高 5,116 △5,482 5,882 357 5,873 2,814 136,081
連結会計年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 △4,032

親会社株主に帰属
する当期純利益

14,050

連結子会社増加による
利 益 剰 余 金 増 加 高

284

自己株式の取得 △0
自己株式の処分 87

土地再評価差額金の取崩 △11

株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額(純額)

△453 △20 2,392 1,211 3,130 833 3,964

連結会計年度中の変動額合計 △453 △20 2,392 1,211 3,130 833 14,342
2025年３月31日残高 4,662 △5,502 8,274 1,568 9,003 3,648 150,424

連結株主資本等変動計算書
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連結注記表

１．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等

(1) 連結の範囲に関する事項

①　連結子会社は56社あり、主要な連結子会社は次のとおりであります。

鴻池メディカル㈱、鴻池エアーホールディング㈱、コウノイケ・エアポートサービス㈱、㈱Ｋグラン

ドサービス, 九州産交運輸㈱、関西陸運㈱、日本空輸㈱、㈱エコイノベーション、鳳テック㈱、コウ

ノイケ・シッピング㈱、KONOIKE-PACIFIC CALIFORNIA, INC.、BEL INTERNATIONAL LOGISTICS LTD.、

KONOIKE VINATRANS LOGISTICS CO.,LTD.、JOSHI KONOIKE TRANSPORT & INFRASTRUCTURE PVT.LTD.

　当連結会計年度において、KONOIKE KANEPACKAGE HOLDING CO., LTD.を設立し、1000868639 

ONTARIO INC.他2社を株式取得により孫会社化したため、連結の範囲に含めております。また、

KONOIKE MEXICO S.A. DE C.V.は重要性が増したため、連結の範囲に含めております。さらに、SPD 

INDIA HEALTHCARE PVT. LTD.、FERRO SCRAP NIGAM LTD.を株式取得により子会社化したため、連結の

範囲に含めております。

　当連結会計年度において、1000868639 ONTARIO INC.はKONOIKE KANEPACKAGE HOLDING CO., LTD.を

存続会社とする吸収合併により消滅したため、連結の範囲から除外しております。

②　主要な非連結子会社は次のとおりであります。

KONOIKE TRANSPORT & ENGINEERING(S) PTE.,LTD.

　非連結子会社は資産基準、売上高基準、利益基準及び利益剰余金等基準の観点からみていずれも小

規模であり、全体としても連結計算書類に重要な影響を及ぼさないため、連結の範囲から除外してお

ります。

(2) 持分法の適用に関する事項

①　持分法を適用した会社は１社あり、主要な持分法適用関連会社は次のとおりであります。

MACROASIA AIRPORT SERVICES CORPORATION

②　持分法を適用しない非連結子会社又は関連会社のうち主要な非連結子会社は次のとおりであります。

KONOIKE TRANSPORT & ENGINEERING(S) PTE.,LTD.

　持分法非適用会社は、それぞれ当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）

等に及ぼす影響が軽微であり、かつ全体としても重要性がないため、持分法の適用から除外しており

ます。

③　持分法適用会社のうち、決算日が連結決算日と異なる会社については、各社の事業年度に係る計算書

類を使用しております。

(3) 連結子会社の事業年度等に関する事項

　連結子会社の決算日が連結決算日と異なる会社は次のとおりであります。

KONOIKE-PACIFIC CALIFORNIA, INC.　他21社　12月31日

　決算日が12月31日の連結子会社については、連結計算書類の作成にあたり、同決算日現在の計算書類

を使用しております。

　なお、連結決算日と上記の決算日等との間に生じた重要な取引については、連結上必要な調整を行う

こととしております。
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建物及び構築物 10年～50年

機械装置及び運搬具 ４年～17年

(4) 会計方針に関する事項

①　重要な資産の評価基準及び評価方法

(ｲ) 有価証券の評価基準及び評価方法

その他有価証券

　市場価格のない株式等以外のものについては、時価法を（評価差額は部分純資産直入法により処

理し、売却原価は移動平均法により算定）、市場価格のない株式等については、移動平均法による

原価法を採用しております。

(ﾛ) 棚卸資産の評価基準及び評価方法

貯蔵品

　主として、先入先出法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法

により算定）を採用しております。

未成工事支出金

　個別法による原価法を採用しております。

②　重要な減価償却資産の減価償却の方法

(ｲ) 有形固定資産（リース資産を除く）

　主として定率法を採用しております。

　但し、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）、並びに2016年４月１日以降に

取得した建物附属設備及び構築物については、定額法を採用しております。

　なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

(ﾛ) 無形固定資産（リース資産を除く）

　定額法を採用しております。なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期

間（５年）に基づく定額法を採用しております。

(ﾊ) リース資産

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

③　重要な引当金の計上基準

(ｲ) 貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特

定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

(ﾛ) 役員賞与引当金

　役員及び執行役員の賞与支給に備えるため、当連結会計年度における支給見込額に基づき計上して

おります。

(ﾊ) 役員退任慰労金引当金

　一部の国内子会社は役員の退任慰労金支給に充てるため、内規に基づく当連結会計年度末要支給額

を計上しております。
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④　重要な収益及び費用の計上基準

収益の認識方法（５ステップアプローチ）

当社グループは、「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日。以下「収

益認識会計基準」という。）及び「収益認識に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第

30号　2021年３月26日。）を適用しており、以下の５ステップアプローチに基づき、収益を認識して

おります。

ステップ１：顧客との契約を識別する。

ステップ２：契約における履行義務を識別する。

ステップ３：取引価格を算定する。

ステップ４：契約における履行義務に取引価格を配分する。

ステップ５：履行義務を充足した時に又は充足するにつれて収益を認識する。

当社グループは、顧客との契約に含まれる別個の財又はサービスを識別し、これを取引単位として

履行義務を識別しております。

履行義務の識別にあたっては、本人か代理人かの検討を行い、自らの履行義務の性質が、特定され

た財又はサービスを移転する前に支配し自ら提供する履行義務である場合には、本人として収益を対

価の総額で連結損益計算書に表示しており、特定された財又はサービスが他の当事者によって提供さ

れるように手配する履行義務である場合には、代理人として収益を手数料又は報酬の額若しくは対価

の純額で連結損益計算書に表示しております。

取引価格は、約束した財又はサービスの顧客への移転と交換に当社グループが権利を得ると見込ん

でいる対価の金額であり、当社グループが第三者のために回収する額を除いております。

当社グループが顧客に対して支払いを行っている場合で、顧客に支払われる対価が顧客からの別個

の財又はサービスに対する支払いでない場合については、取引価格からその対価を控除し、収益を測

定することとしております。

顧客から取引の対価は、財又はサービスを顧客に移転する時点から概ね１年以内に受領しており、

重要な金融要素は含んでおりません。

主な取引における収益の認識

一時点での収益の認識

当社グループは、軽油、医療機器、物流関連資材等の販売を行っていますが、受渡時点において

顧客が当該財に対する支配を獲得し、当社グループの履行義務（財の受渡）が充足されると判断

し、収益を認識しております。当社グループが代理人として行う財の販売についても、受渡時点に

おいて顧客が当該財に対する支配を獲得し、当社グループの履行義務（財の受渡に関する手配）が

充足されると判断し、収益を認識しております。
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一定期間にわたる収益の認識

当社グループは、複合ソリューション事業では主に製造工程等の請負業務、倉庫業務、自動車運

送等による輸送業務及び工事請負契約に基づく工事業務を行っており、また、国内物流事業では主

に倉庫業務、自動車運送等による輸送業務を、国際物流事業では主に海運・航空運送による輸送業

務を行っております。請負業務、倉庫業務では、作業の実施期間に応じて顧客が支配を獲得し、履

行義務が充足されると判断し、作業の進捗度に基づき収益を認識しております。輸送業務では、輸

送期間の経過に伴い荷物は発地点から着地点に移動・近接し顧客はその便益を享受できることか

ら、一定の期間にわたり履行義務が充足されると判断し、輸送期間に応じた進捗度に基づき収益を

認識しております。また、工事業務では、一定の期間にわたり履行義務が充足されると判断し、工

事の見積総原価に対する連結会計年度末までの発生原価の割合で履行義務の充足に係る進捗度を測

定する方法に基づいて収益を認識しております。

⑤　外貨建資産及び負債の本邦通貨への換算基準

　外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理

しております。なお、在外子会社等の資産及び負債は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、収

益及び費用は期中平均相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定及び

非支配株主持分に含めております。

⑥　のれんの償却方法及び償却期間

　のれんの償却については、その効果の発現する期間を個別に見積り、償却期間を決定した上で均等償

却しております。

⑦　その他連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項

(ｲ) 退職給付に係る会計処理の方法

（ⅰ）退職給付見込額の期間帰属方法

　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法

については、給付算定式基準によっております。

（ⅱ）数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法

　過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（11年）による定額

法により費用処理しております。

　数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の

年数（11年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理してお

ります。

（ⅲ）未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用の会計処理方法

　未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用については、税効果を調整の上、純資産の部に

おけるその他の包括利益累計額の退職給付に係る調整累計額に計上しております。

(ﾛ) 金額の記載方法

　記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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（単位：百万円）

連結貸借対照表計上額
連結損益計算書計上額

（減損損失）

有形固定資産 112,296 1,494

無形固定資産 6,846 －

合計 119,143 1,494

２．重要な会計上の見積り

固定資産の減損

(1) 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

(2) 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

当社グループは、事業用資産については他の資産又は資産グループのキャッシュ・フローから概ね独

立したキャッシュ・フローを生み出す最小単位である営業所若しくは拠点ごとに資産のグルーピングを

行っております。また、遊休資産及び処分予定資産については個別資産ごとにグルーピングを行ってお

ります。

各資産グループの営業活動から生じる損益が継続してマイナスの場合、事業撤退の意思決定を行うな

ど使用範囲又は方法について回収可能価額を著しく低下させる変化がある場合、経営環境の著しい悪化

の場合、市場価格の著しい下落の場合等に減損の兆候を識別しております。減損の兆候が識別された資

産又は資産グループについては、当該資産又は資産グループから得られる割引前将来キャッシュ・フロ

ーの総額が帳簿価額を下回る場合には、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、帳簿価額の減少額を減損

損失として計上しております。

減損要否の判定に用いる割引前将来キャッシュ・フローは、当社の取締役会で承認された翌期予算及

び中期経営計画を基礎としております。また、土地及び建物については、原則として不動産鑑定評価基

準に基づいて算定した正味売却可能額によって見積もっております。

将来キャッシュ・フローの基礎となる翌期予算及び中期経営計画並びに土地及び建物の正味売却価額

は経営者の最善の見積りによっておりますが、将来の不確実な経済条件の変動等の結果によって、翌連

結会計年度の連結計算書類に重要な影響を与える可能性があります。
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受取手形 247百万円

電子記録債権 5,614百万円

売掛金 57,030百万円

契約資産 4,180百万円

契約負債 506百万円

現金及び預金 15百万円

その他 19百万円

(3) 有形固定資産の減価償却累計額 143,424百万円

３．会計方針の変更

（「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」等の適用）

「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」（企業会計基準第27号　2022年10月28日。以下「2022

年改正会計基準」という。）等を当連結会計年度の期首から適用しております。

法人税等の計上区分（その他の包括利益に対する課税）に関する改正については、2022年改正会計基準第

20－３項ただし書きに定める経過的な取扱い及び「税効果会計に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準

適用指針第28号 2022年10月28日。以下「2022年改正適用指針」という。）第65－２項(2)ただし書きに定め

る経過的な取扱いに従っております。これによる連結計算書類に与える影響はありません。

また、連結会社間における子会社株式等の売却に伴い生じた売却損益を税務上繰り延べる場合の連結計算

書類における取扱いの見直しに関連する改正については、2022年改正適用指針を当連結会計年度の期首から

適用しております。

４．表示方法の変更

（連結損益計算書）

前連結会計年度において、「営業外収益」の「その他」に含めていた「受取賃貸料」は、金額的重要度が

増加したため、当連結会計年度より独立掲記することといたしました。

５．連結貸借対照表に関する注記

(1) 収益認識に関する事項

①　受取手形、売掛金及び契約資産のうち、顧客との契約から生じた債権及び契約資産の金額

②　その他流動負債のうち、契約負債の金額

(2) 担保に供している資産

担保に係る債務
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再評価の方法 土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３月31日公布政令

第119号）第２条第４号に定める地価税の課税標準価格に合理

的な調整を行う方法により算出しております。

再評価を行った年月日 2002年３月31日

再評価を行った土地の当連結会計年度末にお

ける時価と再評価後の帳簿価額との差額
△1,561百万円

連結会計年度末日における発行済株式の数 56,952,442株

決 議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１ 株 当 た り
配当額（円）

基 準 日 効 力 発 生 日

2024年５月20日
取 締 役 会

普通株式 2,174 41.00 2024年３月31日 2024年６月24日

2024年11月11日
取 締 役 会

普通株式 1,857 35.00 2024年９月30日 2024年12月２日

決 議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基 準 日 効力発生日

2025年５月20日
取 締 役 会

普通株式 利益剰余金 3,237 61.00 2025年３月31日 2025年６月25日

(4) 土地の再評価

　当社において「土地の再評価に関する法律」（平成10年３月31日公布法律第34号）に基づき、事業用の

土地の再評価を行い、土地再評価差額金を純資産の部に計上しております。

６．連結株主資本等変動計算書に関する注記

(1) 発行済株式に関する事項

(2) 剰余金の配当に関する事項

①　配当金支払額

②　基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの
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連結貸借対照表
計上額（＊１）

時　　価（＊１） 差　　　額

(1) 投資有価証券 10,638 10,622 （16）

その他有価証券

(2) 社債（１年内償還予定を含む） （45,000） （42,893） 2,106

(3) 長期借入金（１年内返済予定を含む） （6,209） （6,193） 15

区分 当連結会計年度

非上場株式 2,367

７．金融商品に関する注記

(1) 金融商品の状況に関する事項

　当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定し、銀行等金融機関からの借入及び社債の

発行により資金を調達しております。受取手形及び売掛金に係る顧客の信用リスクは、与信管理規程に沿

ってリスク低減を図っております。また、投資有価証券は主として株式であり、上場株式については四半

期ごとに時価の把握を行っております。

　借入金及び社債の使途は運転資金（主として短期）及び設備投資資金（長期）であります。

(2) 金融商品の時価等に関する事項

　2025年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであり

ます。

（単位：百万円）

（＊１）負債に計上されているものについては、（　）で示しております。

（＊２）「現金及び預金」、「受取手形、売掛金及び契約資産」、「支払手形及び買掛金」及び「短期借入

金」については、短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似するものであることから、記載を省

略しております。

（＊３）市場価格のない株式等は、「(1) 投資有価証券」には含まれておりません。

当該金融商品の連結貸借対照表計上額は以下のとおりであります。

（単位：百万円）
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区分
時価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

投資有価証券

　その他有価証券

　　株式 10,528 － － 10,528

資産計 10,528 － － 10,528

区分
時価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

投資有価証券

　その他有価証券

　　社債 － 93 － 93

資産計 － 93 － 93

社債 － 42,893 － 42,893

長期借入金 － 6,193 － 6,193

負債計 － 49,086 － 49,086

(3) 金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項

金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレベ

ルに分類しております。

レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成される当該

時価の算定の対象となる資産又は負債に関する相場価格により算定した時価

レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外の時価の

算定に係るインプットを用いて算定した時価

レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれ

ぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。

①　時価で連結貸借対照表に計上している金融商品

（単位：百万円）

②　時価で連結貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品

（単位：百万円）

（注）時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明

(1) 投資有価証券

　上場株式は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引されているため、そ

の時価をレベル１の時価に分類しております。社債は、市場での取引頻度が低く、活発な市場におけ

る相場価格とは認められないため、その時価をレベル２の時価に分類しております。
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（単位：百万円）

報告セグメント
その他

（注）
合計

構成

比率複合ソリュー

ション事業

国内物流

事業

国際物流

事業
合計

鉄鋼関連 52,385 － － 52,385 － 52,385 15.2％

エンジニアリング
関連

14,853 － － 14,853 － 14,853 4.3％

食品関連（食品） 33,692 － － 33,692 － 33,692 9.8％

食品プロダクツ関連 52,957 － － 52,957 － 52,957 15.4％

メディカル関連 14,773 － － 14,773 － 14,773 4.3％

空港関連 27,034 － － 27,034 － 27,034 7.8％

生活関連（生活） 20,907 － － 20,907 － 20,907 6.1％

生活関連（物流） － 36,123 － 36,123 － 36,123 10.5％

食品関連（定温） － 20,593 － 20,593 － 20,593 6.0％

国際関連 － － 71,600 71,600 － 71,600 20.6％

その他 － － － － 65 65 0.0％

顧客との契約から
生じる収益

216,604 56,717 71,600 344,922 65 344,987 100.0％

その他の収益 － － － － － － －

外部顧客への売上高 216,604 56,717 71,600 344,922 65 344,987 100.0％

(2) 社債

　当社の発行する社債の時価は、市場価格（売買参考統計値）に基づき算定しており、レベル２の時

価に分類しております。

(3) 長期借入金

　長期借入金の時価は、元利金の合計額と、当該債務の残存期間及び信用リスクを加味した利率を基

に、割引現在価値法により算定しており、レベル２の時価に分類しております。

８．収益認識に関する注記

(1) 顧客との契約から生じる収益を分解した情報

顧客との契約から生じる収益を分解した情報は、次のとおりであります。

（注）「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、ソフトウェア開発及び保守

業務、情報処理受託業務等を含んでおります。
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当連結会計年度

顧客との契約から生じた債権 62,892百万円

契約資産 4,180百万円

契約負債 506百万円

(1) １株当たり純資産額 2,765円56銭

(2) １株当たり当期純利益 264円81銭

(2) 顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報

顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、「１．連結計算書類の作成のための

基本となる重要な事項に関する注記等　(4) 会計方針に関する事項　④　重要な収益及び費用の計上基

準」に記載のとおりであります。

(3) 当連結会計年度及び翌連結会計年度以降の収益を理解するための情報

①契約資産及び契約負債の残高等

顧客との契約から生じた債権、契約資産及び契約負債の残高は、以下のとおりであります。

契約資産は顧客との契約について、期末日時点で完了しておりますが未請求の対価に対する当社グルー

プの権利に関するものです。契約資産は当社グループの権利が無条件になった時点で顧客との契約から生

じた債権に振り替えられます。当該対価は契約に従い顧客の検収後に請求し、顧客と契約した回収条件に

基づき受領しております。

契約負債は、主に一定期間にわたり収益を認識している工事業務に関する顧客との契約について、契約

した回収条件に基づき受け取った検収前の前受金に関するものであります。契約負債は、収益の認識に伴

い取り崩されます。

連結貸借対照表において、顧客との契約から生じた債権及び契約資産は、「受取手形、売掛金及び契約

資産」に含まれており、契約負債は、「その他」に含まれております。

②残存履行義務に配分した取引額

当連結会計年度末において未充足（又は部分的に未充足）の履行義務に配分した取引価格の総額は

2,059百万円であります。主に工事業務における未充足の履行義務に係る取引価格であり、期末日後１年

以内にほぼ全てが収益として認識されると見込んでおります。

９．１株当たり情報に関する注記
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10．その他の注記

（企業結合等関係に関する注記）

（株式取得による企業結合）

１．1000868639 ONTARIO INC.の株式取得

当社とカネパッケージ株式会社との共同出資により設立したカナダの合弁会社（連結子会社）、

KONOIKE KANEPACKAGE HOLDING CO., LTD.が2024年７月31日付で、カナダ・メキシコにおいて自動車部品

のデザインパッケージング事業会社を行うPINE VALLEY PACKAGINGグループの持株会社1000868639 

ONTARIO INC.の議決権100.0％を取得し、子会社化いたしました。なお、持株会社1000868639 ONTARIO 

INC.については2024年12月31日付で、KONOIKE KANEPACKAGE HOLDING CO., LTD.が吸収合併することによ

り、消滅しております。

(1) 株式取得による企業結合の理由と背景

PINE VALLEY PACKAGINGグループ（以下PVPグループ）は、カナダ・トロント市近郊とメキシコ・レオ

ン市に工場を有する、自動車業界向けデザインパッケージ業を主たる事業とした会社であり、欧米系・

日系などの大手自動車メーカーや、T1・T2と呼ばれる自動車部品メーカー等と直接取引のある梱包会社

です。PVPグループ本社工場は、カナダ国内のお客様に加え米国中西部の自動車業界のお客様をカバー

しており、また子会社であるPVPグループメキシコ工場は、メキシコ全土のお客様をカバーしておりま

す。お客様から相談を受け、様々な自動車部品を、①安全に、②収納・取出しやすい、③リーズナブル

な、④環境にやさしい方法で梱包できるよう、日々技術を磨き、提案しております。

当社は北中米エリア事業として、米国・フォワーディング子会社やメキシコ・エンジニアリング子会

社にて、生産設備の輸送や据付事業を行っておりますが、これにデザインパッケージを加える事で、既

存のお客様に対してプラスアルファの梱包提案、お客様のお困り事の深掘りや、潜在する課題の解決な

どへの貢献が期待されます。さらには、PVPグループのお客様に対し、フォワーディング・エンジニア

リングのサービス提供も可能と考えた結果、PVPグループの持株会社である1000868639 ONTARIO INC.の

株式取得に至りました。

(2) 株式取得による企業結合の概要

①被取得企業の名称及び事業の内容

ａ-１．名称　　　1000868639 ONTARIO INC.

ａ-２．事業内容　子会社の経営管理業務及び経営指導業務

ｂ-１．名称　　　PINE VALLEY PACKAGING GROUP INC.

ｂ-２．事業内容　自動車部品のデザインパッケージング業務

ｃ-１．名称　　　PINE VALLEY PACKAGING MEXICO S.A. DE C.V.

ｃ-２．事業内容　自動車部品のデザインパッケージング業務

②企業結合日

2024年７月31日
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取得の対価 現金 14.04百万CAD（1,545百万円）

取得原価 14.04百万CAD（1,545百万円）

流動資産 1,071百万円

固定資産 604百万円

資産合計 1,675百万円

流動負債 1,379百万円

固定負債 133百万円

負債合計 1,512百万円

③企業結合の法的形式

現金を対価とする株式の取得

④取得する議決権比率

取得直前に所有している議決権比率　0.0％

企業結合日に取得する議決権比率　100.0％

取得後の議決権比率　　　　　　　100.0％

⑤取得企業を決定するに至った主な根拠

当社の連結子会社であるKONOIKE KANEPACKAGE HOLDING CO., LTD.が、現金を対価として全株式を取

得したためであります。

(3) 連結計算書類に含まれる被取得企業の業績の期間

2024年８月１日から2024年12月31日

(4) 被取得企業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳

(5) 主要な取得関連費用の内容及び金額

アドバイザリー費用等　　　　　226百万円

(6) 発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間

①発生したのれんの金額

1,381百万円

②発生原因

取得対価が、被取得企業の資産及び負債を企業結合日の時価で算定した額（純額）を上回ることによ

り発生しております。

③償却方法及び償却期間

９年間にわたる均等償却

(7) 企業結合日に受け入れた資産及び引き受けた負債の額並びにその主な内訳
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(8) 企業結合が当連結会計年度の開始の日に完了したと仮定した場合の当連結会計年度の連結損益計算書

に及ぼす影響の概算額及びその算定方法

当事業年度における概算額の算定が困難であるため、記載しておりません。

２．FERRO SCRAP NIGAM LIMITEDの株式取得

当社は、2024年７月29日に行われたインド国営の鉄鋼スラグ処理事業会社であるFERRO SCRAP NIGAM 

LIMITED（以下 FSNL社）の民営化に伴うインド政府主催の公開入札にて当社が落札したことにより、

2025年１月21日付で議決権100％を取得し、子会社化いたしました。

(1) 株式取得による企業結合の理由と背景

FSNL社は、鉄鋼スラグ処理を主たる事業とした会社であり、インド国内の製鉄所で副生されるスラグ

（製鉄過程で発生する副産物）の処理、スラグ中に含まれる金属成分の回収を行っております。また、

これらの利材化を目的とした加工や取扱品の物流事業にも携わっております。

当社はこれまでに国内の製鉄所において、製鉄原料管理、鉄鋼製品の加工・梱包、物流、設備メンテ

ナンスなど様々な業務を通して、スラグ処理等のFSNL社主要業務に関するノウハウを有しており、当社

とのシナジーを発揮できるものと考えた結果、インドにおける鉄鋼事業の基盤とするために、FSNL社の

株式取得に至りました。

(2) 株式取得による企業結合の概要

①被取得企業の名称及び事業の内容

名称　　　FERRO SCRAP NIGAM LIMITED

事業内容　鉄鋼スラグ加工、スクラップ加工

②企業結合日

2025年３月31日（みなし取得日）

③企業結合の法的形式

現金を対価とする株式の取得

④取得する議決権比率

取得直前に所有している議決権比率　0.0％

企業結合日に取得する議決権比率　100.0％

取得後の議決権比率　　　　　　　100.0％

⑤取得企業を決定するに至った主な根拠

当社が、現金を対価として全株式を取得したためであります。
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取得の対価 現金 3,200百万INR（6,207百万円）

取得原価 3,200百万INR（6,207百万円）

流動資産 6,116百万円

固定資産 1,778百万円

資産合計 7,895百万円

流動負債 1,665百万円

固定負債 629百万円

負債合計 2,295百万円

(3) 連結計算書類に含まれる被取得企業の業績の期間

2025年３月31日をみなし取得日としており、当連結会計年度は貸借対照表のみを連結しているため、

被取得企業の業績は含まれておりません。

(4) 被取得企業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳

(5) 主要な取得関連費用の内容及び金額

アドバイザリー費用等　　　　　224百万円

(6) 発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間

①発生したのれんの金額

31百万円

②発生原因

取得対価が、被取得企業の資産及び負債を企業結合日の時価で算定した額（純額）を上回ることによ

り発生しております。

③償却方法及び償却期間

１年間にわたる均等償却

(7) 企業結合日に受け入れた資産及び引き受けた負債の額並びにその主な内訳

(8) 企業結合が当連結会計年度の開始の日に完了したと仮定した場合の当連結会計年度の連結損益計算書

に及ぼす影響の概算額及びその算定方法

当事業年度における概算額の算定が困難であるため、記載しておりません。
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( 2024年４月１日から
2025年３月31日まで )

（単位：百万円）

株　主　資　本

資本金

資本剰余金 利　益　剰　余　金
自　己
株　式

株 主
資 本
合 計

資　本
準備金

その他
資　本
剰余金

資　本
剰余金
合　計

利　益
準備金

そ の 他 利 益 剰 余 金 利　益
剰余金
合　計

固定資産
圧縮積立金

別　途
積立金

繰越利益
剰 余 金

2024年４月１日残高 1,723 930 － 930 427 2,136 48,080 48,808 99,453△6,400 95,706
事業年度中の変動額
剰余金の配当 △4,032△4,032 △4,032
当 期 純 利 益 9,369 9,369 9,369
実 効 税 率 変 更
に よ る 調 整 額

△27 27 － －

自己株式の取得 － △0 △0

自己株式の処分 28 28 － 58 87

土地再評価差額金の取崩 △11 △11 △11
株主資本以外の項目の事
業年度中の変動額(純額)

事業年度中の変動額合計 － － 28 28 － △27 － 5,352 5,325 58 5,412
2025年３月31日残高 1,723 930 28 959 427 2,109 48,080 54,161 104,778△6,342 101,119

評価・換算差額等
純資産
合　計

そ の 他
有 価 証 券
評価差額金

土　地
再評価
差額金

評価・換算
差 額 等
合 　 計

2024年４月１日残高 5,004 △5,482 △477 95,229
事業年度中の変動額
剰余金の配当 △4,032
当 期 純 利 益 9,369
実 効 税 率 変 更
に よ る 調 整 額

－

自己株式の取得 △0
自己株式の処分 87
土地再評価差額金の取崩 △11
株主資本以外の項目の事
業年度中の変動額(純額)

△440 △20 △460 △460

事業年度中の変動額合計 △440 △20 △460 4,951
2025年３月31日残高 4,564 △5,502 △938 100,180

株主資本等変動計算書
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建物 15年～50年

構築物 10年～30年

機械及び装置 ５年～17年

車両運搬具 ４年～６年

個別注記表

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

(1) 資産の評価基準及び評価方法

①　有価証券の評価基準及び評価方法

子会社株式及び関連会社株式

　移動平均法による原価法を採用しております。

その他有価証券

　市場価格のない株式等以外のものについては、時価法を（評価差額は部分純資産直入法により処理

し、売却原価は移動平均法により算定）、市場価格のない株式等については、移動平均法による原価

法を採用しております。

②　棚卸資産の評価基準及び評価方法

貯蔵品

　先入先出法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

を採用しております。

未成工事支出金

　個別法による原価法を採用しております。

(2) 固定資産の減価償却の方法

①　有形固定資産（リース資産を除く）

　定率法を採用しております。

　但し、1998年４月１日以降に取得した建物（附属設備は除く）、並びに2016年４月１日以降に取得し

た建物附属設備及び構築物については、定額法を採用しております。

　なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

②　無形固定資産（リース資産を除く）

　定額法を採用しております。なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間

（５年）に基づく定額法を採用しております。

③　リース資産

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

(3) 引当金の計上基準

①　貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定

の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。
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②　投資損失引当金

　投資等について将来発生する可能性のある損失に備えるため、投資先の財政状態等を勘案し、必要と

認められる金額を計上しております。

③　役員賞与引当金

　役員及び執行役員の賞与支給に備えるため、当事業年度における支給見込額に基づき計上しておりま

す。

④　退職給付引当金

(ｲ) 退職給付見込額の期間帰属方法

　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法につい

ては、給付算定式基準によっております。

(ﾛ) 数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法

　過去勤務費用については、その発生時の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（11年）による

定額法により費用処理しております。

　なお、数理計算上の差異については、各事業年度の発生時の従業員の平均残存勤務期間内の一定の

年数（11年）による定額法により按分した額をそれぞれ、発生年度の翌事業年度より費用処理してお

ります。

(4) 収益及び費用の計上基準

収益の認識方法（５ステップアプローチ）

当社は、「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日。以下「収益認識会

計基準」という。）及び「収益認識に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第30号　

2021年３月26日。）を適用しており、以下の５ステップアプローチに基づき、収益を認識しておりま

す。

ステップ１：顧客との契約を識別する。

ステップ２：契約における履行義務を識別する。

ステップ３：取引価格を算定する。

ステップ４：契約における履行義務に取引価格を配分する。

ステップ５：履行義務を充足した時に又は充足するにつれて収益を認識する。

当社は、顧客との契約に含まれる別個の財又はサービスを識別し、これを取引単位として履行義務を

識別しております。

履行義務の識別にあたっては、本人か代理人かの検討を行い、自らの履行義務の性質が、特定された

財又はサービスを移転する前に支配し自ら提供する履行義務である場合には、本人として収益を対価の

総額で損益計算書に表示しており、特定された財又はサービスが他の当事者によって提供されるように

手配する履行義務である場合には、代理人として収益を手数料又は報酬の額若しくは対価の純額で損益

計算書に表示しております。
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取引価格は、約束した財又はサービスの顧客への移転と交換に当社が権利を得ると見込んでいる対価

の金額であり、当社が第三者のために回収する額を除いております。

当社が顧客に対して支払いを行っている場合で、顧客に支払われる対価が顧客からの別個の財又はサ

ービスに対する支払いでない場合については、取引価格からその対価を控除し、収益を測定することと

しております。

顧客から取引の対価は、財又はサービスを顧客に移転する時点から概ね１年以内に受領しており、重

要な金融要素は含んでおりません。

主な取引における収益の認識

一時点での収益の認識

当社は、軽油、物流関連資材等の販売を行っていますが、受渡時点において顧客が当該財に対する

支配を獲得し、当社の履行義務（財の受渡）が充足されると判断し、収益を認識しております。当社

が代理人として行う財の販売についても、受渡時点において顧客が当該財に対する支配を獲得し、当

社の履行義務（財の受渡に関する手配）が充足されると判断し、収益を認識しております。

一定期間にわたる収益の認識

当社は、複合ソリューション事業では主に製造工程等の請負業務、倉庫業務、自動車運送等による

輸送業務及び工事請負契約に基づく工事業務を行っており、また、国内物流事業では主に倉庫業務、

自動車運送等による輸送業務を、国際物流事業では主に海運・航空運送による輸送業務を行っており

ます。請負業務、倉庫業務では、作業の実施期間に応じて顧客が支配を獲得し、履行義務が充足され

ると判断し、作業の進捗度に基づき収益を認識しております。輸送業務では、輸送期間の経過に伴い

荷物は発地点から着地点に移動・近接し顧客はその便益を享受できることから、一定の期間にわたり

履行義務が充足されると判断し、輸送期間に応じた進捗度に基づき収益を認識しております。また、

工事業務では、一定の期間にわたり履行義務が充足されると判断し、工事の見積総原価に対する事業

年度末までの発生原価の割合で履行義務の充足に係る進捗度を測定する方法に基づいて収益を認識し

ております。

(5) 外貨建資産又は負債の本邦通貨への換算基準

　外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理してお

ります。

(6) その他計算書類の作成のための基本となる事項

①　退職給付に係る会計処理

　退職給付に係る未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用の未処理額の会計処理の方法は、連

結計算書類におけるこれらの会計処理の方法と異なっております。

②　金額の記載方法

　記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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（単位：百万円）

貸借対照表計上額
損益計算書計上額

（減損損失）

有形固定資産 71,032 －

無形固定資産 2,828 －

合計 73,860 －

２．重要な会計上の見積り

固定資産の減損

(1) 当事業年度の計算書類に計上した金額

(2) 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

当社は、事業用資産については他の資産又は資産グループのキャッシュ・フローから概ね独立したキ

ャッシュ・フローを生み出す最小単位である営業所若しくは拠点ごとに資産のグルーピングを行ってお

ります。また、遊休資産及び処分予定資産については個別資産ごとにグルーピングを行っております。

各資産グループの営業活動から生じる損益が継続してマイナスの場合や、事業撤退の意思決定を行う

など使用範囲又は方法について回収可能価額を著しく低下させる変化がある場合、経営環境の著しい悪

化の場合、市場価格の著しい下落の場合等に減損の兆候を識別しております。減損の兆候が識別された

資産又は資産グループについては、当該資産又は資産グループから得られる割引前将来キャッシュ・フ

ローの総額が帳簿価額を下回る場合には、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、帳簿価額の減少額を減

損損失として計上しております。

減損要否の判定に用いる割引前将来キャッシュ・フローは、当社の取締役会で承認された翌期予算及

び中期経営計画を基礎としております。また、土地及び建物については、原則として不動産鑑定評価基

準に基づいて算定した正味売却可能額によって見積もっております。

将来キャッシュ・フローの基礎となる翌期予算及び中期経営計画並びに土地及び建物の正味売却価額

は経営者の最善の見積りによっておりますが、将来の不確実な経済条件の変動等の結果によって、翌事

業年度の計算書類に重要な影響を与える可能性があります。

３．会計方針の変更

（「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」等の適用）

「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」（企業会計基準第27号　2022年10月28日。以下「2022

年改正会計基準」という。）等を当事業年度の期首から適用しております。

法人税等の計上区分に関する改正については、2022年改正会計基準第20-3項ただし書きに定める経過的な

取扱いに従っております。なお、これによる計算書類に与える影響はありません。
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(1) 有形固定資産の減価償却累計額 102,273百万円

BEL INTERNATIONAL LOGISTICS LTD. 456百万円

日本空輸㈱ 436百万円

関西陸運㈱ 15百万円

合計 908百万円

KONOIKE-PACIFIC CALIFORNIA, INC. 2,691百万円

JOSHI KONOIKE TRANSPORT & INFRASTRUCTURE PVT.LTD. 1,885百万円

KONOIKE KANEPACKAGE HOLDING CO.,LTD. 846百万円

合計 5,423百万円

短期金銭債権 2,214百万円

短期金銭債務 27,195百万円

長期金銭債務 573百万円

営業収益 1,893百万円

営業費用 5,058百万円

営業取引以外の取引高 1,403百万円

当事業年度末日における自己株式の数 3,879,603株

４．貸借対照表に関する注記

(2) 保証債務

　他の会社等の金融機関等からの債務に対し、保証を行っております。

①営業取引に関する支払債務保証

②銀行借入に関する支払債務保証

(3) 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務（区分表示したものを除く）

(4) 取締役、監査役に対する金銭債権及び金銭債務

５．損益計算書に関する注記

関係会社との取引高

６．株主資本等変動計算書に関する注記

自己株式に関する事項
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繰延税金資産

未払費用 2,058百万円

退職給付引当金 5,778百万円

役員退任慰労金 180百万円

固定資産減損損失 1,576百万円

資産除去債務 459百万円

投資有価証券 1,064百万円

その他 1,106百万円

小計 12,225百万円

評価性引当額 △3,721百万円

繰延税金資産合計 8,504百万円

繰延税金負債

固定資産圧縮積立金 △968百万円

有形固定資産 △505百万円

その他有価証券評価差額金 △2,095百万円

繰延税金負債合計 △3,570百万円

繰延税金資産の純額 4,933百万円

法定実効税率 30.6％

（調整）

交際費等永久に損金に算入されない項目 1.1％

受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △3.1％

住民税均等割 1.3％

評価性引当額の増減 △1.1％

税率変更による期末繰延税金資産の増額修正 △1.0％

その他 △0.4％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 27.4％

７．税効果会計に関する注記

(1) 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

(2) 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間の差異の原因となった主な項目別の内訳

－ 30 －



種類 会社等の名称 所在地
資 本 金
又 は
出 資 金

事 業 の
内 容 又 は
職 業

議決権等
の 所 有
(被所有)
割合(％)

関 連 当 事 者
と の 関 係

取引の内容
取引
金額

(百万円)
科 目

期末
残高

(百万円)

子会社
㈱エコイノベ
ーション

茨城県
鹿嶋市

100百万円
産業廃棄物
処理業

(所有)
100.0

設備賃借取引
工場構内業
務等の委託

役員兼任１名

資金の借入
（注）１

522
短 期
借入金

5,484

孫会社
コウノイケ・
エアポートサ
ービス㈱

東京都
大田区

50百万円
国内貨物・
国際貨物取
扱業務

(所有)
100.0

金銭借入取引
役員兼任１名

資金の借入
（注）１

838
短 期
借入金

2,612

子会社 日本空輸㈱
東京都
品川区

100百万円
航空貨物事
業

(所有)
100.0

金銭借入取引
役員兼任１名

資金の借入
（注）１

413
短 期
借入金

2,432

子会社

KONOIKE-
PACIFIC 
CALIFORNIA, 
INC.

米国
カリフォ
ルニア州

USドル
52百万

倉庫業
（所有）
100.0

債務保証
役員兼任１名

債務保証
（注）２

2,691 － －

(3) 法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正

「所得税法等の一部を改正する法律」（令和７年法律第13号）が2025年３月31日に国会で成立したこと

に伴い、2026年４月１日以後開始する事業年度より、「防衛特別法人税」の課税が行われることになりま

した。

これに伴い、2026年４月１日に開始する事業年度以降に解消が見込まれる一時差異に係る繰延税金資産

及び繰延税金負債については、法定実効税率を30.6％から31.5％に変更し計算しております。

この税率変更による影響額は以下のとおりであります。

繰延税金資産（繰延税金負債の金額を控除した金額）の増加　　  64百万円

その他有価証券評価差額金の減少　　　　　　　　　　　　　　  59百万円

固定資産圧縮積立金の減少　　　　　　　　　　　　　　　　　  27百万円

土地再評価差額金の減少　　　　　　　　　　　　　　　　　　  31百万円

法人税等調整額の減少　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 124百万円

８．関連当事者との取引に関する注記

(1) 関連会社等

（注）１．㈱エコイノベーション、コウノイケ・エアポートサービス㈱、日本空輸㈱からの資金の借入につい

ては、市場金利を勘案して決定しております。

　　　２.銀行借入に対して債務保証を行っており、保証料は、被保証先の信用力等を勘案して決定しており

ます。
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種類
会社等の名称
又 は 氏 名

所在地
資 本 金
又 は
出 資 金

事 業 の
内 容 又 は
職 業

議決権等
の 所 有
(被所有)
割合(％)

関 連 当 事 者
と の 関 係

取引の内容
取引
金額

(百万円)
科 目

期末
残高

(百万円)

役員 藤田　泰介 － －
当社社外
取締役

なし
コンサルティ
ング契約

コンサルテ
ィング料の
支払
（注）

24 － －

(1) １株当たり純資産額 1,887円61銭

(2) １株当たり当期純利益 176円57銭

(2) 役員及び個人主要株主等

（注）独立第三者間取引と同様の一般的な取引条件で行っております。

９．収益認識に関する注記

顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、「連結注記表　８．収益認識に関する

注記」に同一の内容を記載しているため、記載を省略しております。

10．１株当たり情報に関する注記
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